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Ａ．研究目的 
 2001 年の同時多発テロとそれに続く炭疽
菌郵送事件以降，米国において生物テロ対策
が強力に推進されてきた．2001 年度に 6 億
3340 万ドルであった生物テロ対策関連予算
は，翌年度には 40億 9550 万ドルにまで膨れ
上がっている．米国の生物テロ対抗医薬品の
研究開発は，公衆衛生機器対抗医薬品事業
（PHEMCE：Publ 
ic Health Emergency Medical 
Countermeasures Enterprise）という包括的
なスキームのなかで，進められている． 
米国の生物テロ対抗医薬品の研究開発に
おいて基礎研究を担っているのは，米・国立
感染症研究所（National Institutes of 
Health：NIH）の米・国立アレルギー・感染
症研究所（National Institutes of Allergy 
and Infectious Diseases：NIAID）である．
大規模な臨床試験や製品の大量生産には企
業の関与が必要となるが，米国では，生物医
学先端研究開発局（Biomedical Advanced 
Research and Development Authority ：
BARDA）を通じて，そのような研究開発を行
う企業に助成金が支給されている． 

 本研究の目的は，多額の資金で進められて
いる米国の生物テロ対抗医薬品研究開発プ
ログラムにおける基礎研究，製品化プロセス
および包括的な戦略の立案などに携わる関
係者から直接，最新の知見を得ることである．
日本からは，本委託事業の分担研究者および
その他の関係者が参加し，業務項目①および
②と関連のある事項について意見交換を行
って，今後の開発優先順位や共同研究の可能
性を検討するうえでの有用な情報を得るこ
とを目的とする． 
  
Ｂ．研究方法 
 テロリズムを含むさまざまな脅威から社
会の安全・安心を確保するための日米のあい
だの協力枠組みとしては，2006 年 5 月の第
10 回日米科学技術合同委員会で合意された
「安全・安心科学技術協力イニシアチブ
（Framework Initiative for a Safe and 
Secure Society：FIS3）」がある．FIS3 の
もと，2013 年度までに合計で 7 回の日米メ
ディカルバイオディフェンスシンポジウム
が開催された．過去 7回のシンポジウムの企
画・運営を行った日本側の責任者は，本研究
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の研究代表者の竹内勤である． 
今回の「日米バイオディフェンス研究シン
ポジウム（日米シンポジウム）」は，その経
験と人脈を活用する形で開催された．米国側
の責任者は，前年度までと同じく，NIAID の
バイオディフェンス研究部長である Ernest 
T. Takafuji 氏が務めた．同氏のご尽力によ
って，NIAID の研究所からトップレベルの科
学者が参加することとなった．その他，保健
福祉省（Department of Health and Human 
Services ： HHS ）の事前準備次官補局
（Assistant Secretary for Preparedness 
and Response：ASPR），BARDA，食品医薬品
局（Food and Drug Administration：FDA），
および国務省からも多くの関係者が参加し
た． 
 事前協議の結果，今回の日米シンポジウム
では，「エボラ出血熱ウイルス」を重点的に
取り上げることとなった．出血熱ウイルスは，
体液に直接触れるなどの濃厚接触によって，
人から人に感染するため，医療や公衆衛生基
盤が整備された国では，大規模に感染が広が
ることは考えにくい．しかし，致死率が高く，
治療法が確立されていないため，社会や経済
に混乱を与えるという目的で生物テロに使
用される恐れがある．また，出血熱ウイルス
を，エアロゾルの状態で散布することができ
れば，強力な生物兵器になるという見解もあ
る． 
 2014 年からの西アフリカにおけるエボラ
出血熱のアウトブレイクを受けて，諸外国で
は医薬品の研究開発が強力に進められてき
た．日本には，エボラ出血熱ウイルスを取り
扱うことのできる研究環境がないため，米国
との協力体制の構築は極めて有意義である
といえる．日米シンポジウムには，日本側か
ら本委託事業の分担研究者，エボラ出血熱の
治療法や診断法の研究開発に携わる関係者，
および厚生労働省の担当者などが参加し，活
発な議論を行った． 
（倫理面への配慮） 
人や動物を対象とする実験やアンケート
等を行っておらず、倫理面での配慮を特段必
要とする事項は無い。調査の特性上、悪用の
恐れがある機微的な情報の公開のあり方に
は厳重に注意を払う。 
 
Ｃ．研究結果 
 アジェンダを別添資料に示した。 
1.  日米シンポジウム第 1日目 
 まず，米国側から，NIAID の副所長である

Hugh Auchincloss 氏および HHS の ASPR の上
級科学顧問である George W. Korch 氏の開会
の挨拶のあと，共同議長である Ernest T. 
Takafuji 氏よりシンポジウムの目的につい
て言及があった．その目的には，エボラや新
興感染症の脅威とその対策についての知見
の共有および協力体制の構築に向けた議論
などが含まれている．日本側からは，聖路加
国際大学の竹内勤氏の代役として，国立保健
医療科学院の齋藤智也氏が共同議長を務め
た． 
 最初に，厚生労働省の関谷悠以氏は，日本
のバイオセキュリティ政策の将来的な方向
性について解説した．日本では，来年度から
日本医療研究開発機構（Japan Agency for 
Medical Research and Development：AMED）
のもとで，医療分野の研究開発のための資金
が統合されることになっている．そのような
変化が，再興・新興感染症対策に与える影響
について示された．同じく，厚生労働省の阿
部圭史氏は，エボラ病に対する日本政府の対
策の全体像について説明を行い，今後の日米
協力の可能性についても言及した．続いて，
国立保健医療科学院の齋藤智也氏は，エボラ
のアウトブレイクに備えて，医薬品の事前準
備を進めるうえでの課題について発表を行
った． 
 米国側からは，NIAID のロッキーマウンテ
ン研究所の副所長である Marshall E. Bloom
氏が，エボラ研究の現状について解説した．
ロッキーマウンテン研究所では，基礎ウイル
ス学研究，抗ウイルス薬やその他の治療法の
開発，診断および対応といった活動が行われ
ている．同じくロッキーマウンテン研究所の
海老原秀喜氏は，基礎ウイルス学研究によっ
て得られた最新知見について紹介した．次に，
NIH の国立衛生研究所臨床センターの Tara 
Palmore 氏は，米国においてエボラ患者に対
処した事例について紹介した．エボラ患者の
対処には，多くの専門家の協力が必要である
と指摘した．NIAID のワクチン研究センター
の Nancy Sullivan 氏は，エボラ病に効果の
あるワクチンの研究開発の現状について解
説した． 
 NIAID の Lisa Hensley 氏は，統合研究所
（IRF）におけるエボラ出血熱の研究の進捗
について解説した．IRFでは，MRI，X線，CT，
PET，SPEC，超音波などの医療用画像を用い
て，実験的に感染させた動物の臨床経過や感
染症の進行の病理を体系的に評価すること
ができる．同じく NIAID の Joseph Blaney 氏



は，イントラミューラル研究として行われて
いるエボラプロジェクトの全体像について
紹介した．続いて，Michael Kurilla 氏は，
微 生 物 学 ・ 感 染 症 局 （ Division of 
Microbiology and Infectious Diseases）で
のエボラ研究の現状について説明した． 
 その後，日本側から，長崎大学の安田二朗
氏が，エボラウイルスの迅速診断技術につい
て紹介した．RT-LAMP 法を用いた検知技術に
よって，資源が乏しい発展途上の地域におい
ても迅速かつ正確な診断が可能であると説
明した．厚生労働省の中谷祐貴子氏は，今回
の西アフリカでのエボラ出血熱のアウトブ
レイクで明らかとなった個人保護具
（personal protective equipment：PPE）の
使用における課題について発表を行った．総
合討論では，自然発生的な感染症や生物テロ
などの公衆衛生上の脅威に対抗するための
日米協力の在り方について活発な議論が行
われた． 
 
2． 日米シンポジウム第2日目 
 シンポジウム2日目は，日本薬理評価機構
の犬塚隆志氏の発表からはじまった．日本薬
理評価機構では，iPS由来分化細胞を用いたi
n vitro評価法の開発を行っている．その技
術は，新興感染症に対して効果のある治療薬
の研究開発に活用できる可能性があると指
摘した．続いて，米国側から，ASPRのRicha
rd Jaffe氏は，生物テロや新興感染症に対抗
するための医薬品の要求設定プロセスにつ
いて説明した．米国では，PHEMCEという包括
的なスキームのなかで医薬品の準備が進め
られている．PHEMCEでは，要求設定，基礎研
究，開発・製造から配備・配布・分配・投与
及び監視・評価に至るまでの各機関の役割が
規定されている．  
聖路加国際大学の前平由紀氏は，厚生労働
省委託事業「エボラ出血熱に対する治療薬，
診断薬の開発に関する研究」の全体像につい
て解説した．本委託事業の主眼は，富山化学
工業株式会社が開発したファビピラビルの
エボラ出血熱ウイルスに対する有効性およ
び安全性の評価である．しかし，国内には，
エボラ出血熱ウイルスを取り扱える研究環
境が整備されていないため，海外の関連機と
の協力が不可欠であると説明した．富山化学
工業株式会社の山田光一氏は，ファビピラビ
ルのエボラ出血熱に対する治療効果につい
て解説した．12月に開始されたギニアでの臨
床研究において有望な症例経過報告が認め

られつつある． 
協和発酵キリン株式会社の山下武美氏は，
モノクローナル抗体を用いた治療薬の開発
の進捗状況について説明した．協和発酵キリ
ン株式会社では，これまでに効果が認められ
た2種類の中和抗体を産生するCHO細胞を大
量に培養し，上清に含まれる抗体を精製して
いる．株式会社東芝ヘルスケア社の高橋匡慶
氏は，迅速かつ高感度なエボラ出血熱の診断
法について解説した．株式会社東芝ヘルケア
社は，5種類のエボラ出血熱ウイルスをそれ
ぞれ特異的に検出できる高感度・迅速診断法
を開発している． 
最後に，米国側より，BARDA の Gary L. 
Disbrow 氏は，同局がサポートしている研究
開発プログラムについて紹介した．医薬品の
研究開発においては，企業が資金不足などに
よって製品化を断念する，通称「死の谷」と
呼ばれる研究フェーズが存在する．BARDA の
主な役割は，この研究フェーズにある医薬品
に助成金を提供することである．これまでの
助成金の総額は 16 億ドルを超えている．そ
の後の総合討論では，日本の企業への BARDA
からの資金提供の可能性について議論が行
われた．  
 
Ｄ．考察 
 今回のシンポジウムは，2014年の西アフリ
カでのエボラ出血熱のアウトブレイクとい
う国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事
態（Public Health Emergencies of Interna
tional Concern：PHEIC）における両国の対
応および事前準備について，それぞれの国の
トップレベルの科学者と行政担当者が，直接，
意見交換を行う機会となった．そのような会
合が定期的に行われるということは，危機管
理という意味において極めて有益であると
思われるので，今後も継続することが望まし
いと考える． 
 また，シンポジウムを通じて，バイオセー
フティレベル4の研究が行われていないとい
うことが，日本の生物テロ対策の最大のウィ
ークポイントであると認識された．今後，日
本における高度封じ込め実験施設（maximum 
containment laboratory）の稼働の可能性を
模索するために，リスクコミュニケーション，
バイオセーフティ訓練，施設の運営等につい
て米国の経験から学ぶ必要がある．そのよう
な協力体制の構築に向けて，米国側のシンポ
ジウム参加者から前向きな意見が出された． 
 将来の脅威に備えて，日本の若手の研究者



に高度封じ込め実験施設での研究を経験さ
せることも重要である．米国側のシンポジウ
ム参加者は，日本の若手の研究者に米国の高
度封じ込め実験施設で研究の機会を与える
可能性についても言及していた．その実現に
向けて，引き続き，米国の関係者と協議を続
ける必要がある．それと並行し，国内でも予
算措置などの調整を図らなければならない． 
 
Ｅ．結論 
対抗医薬品の開発に向けては世界のリソ
ースを結集させる必要がある。生物テロや重
篤な感染症についての研究を進めるうえで
日本と米国の研究者が，目標を共有しつつ相
互に研究リソースを利用できることが望ま
しい．特に，日本では，バイオセーフティレ
ベル 4の研究ができないため，エボラ出血熱
の治療法や診断法の開発において，諸外国と
の共同研究を実施できる環境を確保する必
要がある．日米のあいだで，そのような研究
協力を継続的に行うためのプラットフォー
ムの設置が，今後求められる． 
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